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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第99期

第２四半期連結
累計期間

第100期
第２四半期連結
累計期間

第99期

会計期間

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
１月１日
至平成24年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
12月31日

売上高（百万円） 78,474 72,852 153,007

経常利益（百万円） 10,510 7,048 17,569

四半期（当期）純利益（百万円） 5,835 4,899 13,000

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
5,929 4,983 12,966

純資産額（百万円） 125,186 131,207 127,776

総資産額（百万円） 174,314 174,872 171,046

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
23.58 18.58 51.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 63.3 72.8 72.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
13,064 15,159 17,828

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,923 △6,686 △9,041

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△6,196 △1,998 △7,320

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
24,548 30,584 23,992

　

回次
第99期

第２四半期連結
会計期間

第100期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
10.21 10.24

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４   第99期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況 

　　当第２四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年6月30日まで）におけるわが国経済は、復興需要が内　

　需を力強く牽引するまでには至らず、欧州債務危機の深刻化とそれに続く新興国の成長率鈍化、米国における雇用

　の伸び悩みなど、世界経済の減速が国内経済を下押しするリスクが懸念される中で推移しました。

　　当社グループを取り巻く事業環境におきましても、半導体などの電子材料分野に一部回復の兆しがみられるもの

　の、各セグメントとも総じて需要の回復は弱く、特にアジア市場において需給バランスが崩れたことにより製品価

　格、販売数量が下落するなど、収益が圧迫される状況が続きました。

　　このような中、当社グループは、苛性ソーダをはじめとする基礎化学品を中心に製品価格の是正に取り組むとと

　もに、機能性接着剤などの高付加価値製品の拡販に努めました。また、前期に当社と販売・開発部門を統合した鶴

　見曹達株式会社をはじめ、グループ会社間の連携を強め、徹底したコスト削減に取り組むなど収益の確保に努めま

　した。

　　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は728億５千２百万円（前年同期比7.2%減収）、営業利益は68億６

　千７百万円（前年同期比33.6%減益）、経常利益は70億４千８百万円（前年同期比32.9%減益）、四半期純利益は48

　億９千９百万円（前年同期比16.0％減益）となりました。

　

セグメントの業績は以下のとおりであります。

①基礎化学品事業

　　　苛性ソーダおよび無機塩化物は、製品価格を是正した効果が期後半から徐々に現れ始めているものの、全般的

　　に需要の回復は弱く低調に推移しました。無機高純度品は、外需を中心とした半導体向け需要に若干の回復の兆

　　しが見られるものの、本格的な需要回復には至らず低調に推移しました。硫酸は、需要は弱含んだものの、前期

　　に製品価格を是正した効果があり堅調に推移しました。工業用ガスは、総じて需要回復のペースが遅く低調に推

　　移しました。

　　　　これらの結果、当セグメントの売上高は235億６千５百万円（前年同期比2.2%減収）、営業利益は22億６千６百

　　　万円（前年同期比16.9%減益）となりました。

　　②アクリル製品事業

　　　アクリル酸エステルは、国内外ともに販売数量、販売価格が低迷し、低調に推移しました。アクリル系ポリマ

　　ーは、全般的に底堅い需要に支えられ堅調に推移しました。高分子凝集剤は、官需を中心に販売価格が低迷し低

　　調に推移しました。光硬化型樹脂「アロニックス」は、液晶分野向けを中心に販売数量が減少し低調に推移しま

　　した。

　　　これらの結果、当セグメントの売上高は266億２千７百万円（前年同期比13.5%減収）、営業利益は26億１千２

　　百万円（前年同期比52.1%減益）となりました。

　　③機能製品事業

　　　接着剤は、一般用の需要が底堅く推移するとともに、工業用も携帯端末向けを中心とした需要に支えられ堅調

　　に推移しました。建築・土木製品は、建築補修材の需要が回復しつつあるものの、土木製品の販売数量が減少し

　　低調に推移しました。無機機能材料は、消臭剤、防カビ剤の需要が堅調だったものの、抗菌剤、無機イオン交換

　　体の需要が落ち込み低調に推移しました。エレクトロニクス材料は、シリコン系高純度ガスの販売価格が低迷し

　　低調に推移しました。

　　　これらの結果、当セグメントの売上高は79億７千７百万円（前年同期比1.3%減収）、営業利益は14億２千９百

　　万円（前年同期比7.3%減益）となりました。

　　④樹脂加工製品事業

　　　管工機材製品は、全般的に需要の回復が遅く低調に推移しました。ライフサポート製品は、介護関連製品の需

　　要が底堅く推移したものの、日用雑貨品の販売数量が減少し前年同期並みで推移しました。エラストマーコンパ

　　ウンドは販売数量が落ち込み低調に推移しました。

　　　これらの結果、当セグメントの売上高は130億９千８百万円（前年同期比5.1%減収）、営業利益は５億３百万円

　（前年同期比35.7%減益）となりました。

⑤その他の事業

新規製品の研究開発事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業などにより構成される当セグメント
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は、売上高は15億８千３百万円（前年同期比6.5%減収）、７百万円の営業損失となりました。

　　　

　(2)財政状態の分析　

　総資産合計は、「受取手形及び売掛金」が減少しましたものの、「有価証券」や有形固定資産などの増加により、前

連結会計年度末に比べ38億２千６百万円、2.2％増加し、1,748億７千２百万円となりました。

　負債合計は、「支払手形及び買掛金」が減少しましたものの、「未払法人税等」の増加などにより、前連結会計年度

末に比べ３億９千５百万円、0.9％増加し、436億６千４百万円となりました。

　純資産合計は、配当金の支払いがあったものの、四半期純利益の計上により「利益剰余金」が増加しましたため、前

連結会計年度末に比べ34億３千１百万円、2.7％増加し、1,312億７百万円となり、自己資本比率は72.8％となりまし

た。

 

　(3)キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が減少したものの、前連結会計年度に中間納付し

た法人税等の還付がありましたため、前年同期に比べ収入が20億９千４百万円増加し、151億５千９百万円の収入とな

りました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が増加しましたため、前年同期に比べ支出

が17億６千２百万円増加し、66億８千６百万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出が減少しましたため、前年同期に比べ支出が41

億９千７百万円減少し、19億９千８百万円の支出となりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は305億８千４百万円となり、前連結会計年

度末に比べ65億９千２百万円の増加となりました。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針の内容

　当社は、当社の企業価値が、「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」という企業理念

に基づき、化学関連の事業を推進することにより、当社およびその子会社の株主・取引先・地域住民等のステーク

ホルダーの皆様の利益・幸せを実現していくことにその淵源を有することに鑑み、特定の者またはグループによる

当社の総議決権の20％以上に相当する議決権を有する株式の取得により、このような当社の企業価値または株主の

皆様共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務および事業の

方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令および定款によって許容される限度において、当社の企

業価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、その基本方針といたしま

す。

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

　当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの一つとして、平成19年３月29日開催の第94回定時株主総会において、「当社株式の大規模買付行

為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「旧プラン」といいます）の導入について株主の皆様のご承認をい

ただきました。

　また、当社は、旧プラン導入以後の法令の改正、買収防衛策に関する議論の動向等を踏まえ、平成22年２月12日開催

の取締役会において、基本方針を維持することを確認したうえで、旧プランに所要の変更を行い、株主の皆様のご承

認を条件として買収防衛策を継続することを決議し（以下変更後のプランを「本プラン」といいます）、平成22年

３月30日開催の第97回定時株主総会（以下「第97回定時株主総会」といいます）において、株主の皆様のご承認を

いただきました。

　なお、当社は、特別委員会を設置し、特別委員会委員として、北村康央、佐藤勝、花田文宏の３氏を選任しておりま

す。

　本プランの概要は、以下に記載のとおりです。
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(a)本プランの導入の目的

　本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考慮・交渉のため

の期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断される

こと、取締役会が、当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代替案を株主の皆様に対して提示すること、あ

るいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基本方針に照らして不適切な

者（具体的には、本プランに違反をした大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者等）によって当社の財

務および事業の方針の決定が支配されることを防止し、企業価値ないし株主共同の利益を確保・向上することを

目的として導入されたものです。

(b)本プランに基づく対抗措置の発動にかかる手続

(イ) 対象となる大規模買付行為

　次の(ⅰ)もしくは(ⅱ)のいずれかに該当する行為（ただし、取締役会があらかじめ承認をした行為を除きま

す）またはその可能性のある行為がなされ、またはなされようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発

動される場合があります。

(ⅰ)当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の

買付けその他の取得

(ⅱ)当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有

割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得

(ロ) 大規模買付者に対する情報提供の要求

　大規模買付者には、大規模買付行為の開始に先立ち、意向表明書および大規模買付情報を提供していただき

ます。

(ハ) 大規模買付者との交渉等

　取締役会は、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社のすべての株券等の買付けが行われる場

合には、60日間、それ以外の場合には、90日間の期間を、取締役会評価期間として設定し、当社の企業価値およ

び株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との

交渉を行うものとします。なお、当該取締役会評価期間は、必要な範囲内で最大30日間延長することができる

ものとします。

(二) 特別委員会の勧告および取締役会の決議

　特別委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、取締役会が

その是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後10営業日以内に当該違反が是正されない場合に

は、原則として、取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。

　他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、特別委員会は、原則として、取締役会に対して、大規

模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告しますが、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、

当該大規模買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合等一定の事情を有していると認められる者である

場合には、取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。

　取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動その他必要な決議を

行うものとします。

(c)本プランの特徴

(イ) 基本方針の制定

　本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する「基本方針」を制定したう

えで、導入されたものです。

(ロ) 特別委員会の設置

　当社は、本プランの必要性および相当性を確保するために特別委員会を設置し、取締役会が対抗措置を発動

する場合には、その判断の公正を担保し、かつ、取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会の勧告

を最大限尊重するものとしています。

(ハ) 株主総会における本プランの承認

　本プランの法的安定性を高めるため、本プランにつきましては、第97回定時株主総会において本プランの継

続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいております。

(二) 適時開示

　取締役会は、本プラン上必要な事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って、適時かつ

適切な開示を行います。
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(ホ) 本プランの有効期間

　本プランの有効期間は、平成25年３月31日までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社

の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものと

します。また、当社は、当社の取締役会において、企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点か

ら、必要に応じて本プランを見直し、または変更する場合があります。ただし、当社は、本プランの内容に重要

な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入に関する

承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認が得

られることを条件に効力を生じるものとします。

(d)株主の皆様への影響

(イ) 本プランの導入時に株主の皆様に与える影響

　本プランの導入時には、新株予約権の発行自体は行われません。したがいまして、本プランが本プラン導入時

に株主の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはありません。

(ロ) 新株予約権の発行時に株主および投資家の皆様へ与える影響

　取締役会が対抗措置として新株予約権の無償割当ての決議をした場合、基準日における最終の株主名簿に記

録された株主の皆様は、新株予約権の無償割当ての効力発生日に、当然に新株予約権者となります。そして、当

社が新株予約権を取得する場合、株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予

約権の取得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります。ただし、例外事由該当者につきまし

ては、その有する新株予約権が取得の対象とならないことがあります。

③上記の取組みに対する取締役会の判断およびその判断にかかる理由

　当社は、前記②(a)記載のとおり、本プランは企業価値ないし株主共同の利益の確保・向上という目的をもって導

入されたものであり、基本方針に沿うものと考えます。特に本プランは、(ⅰ)第97回定時株主総会において本プラン

の継続に関する承認議案の付議を通じて、株主の皆様のご意思を確認させていただいており、また、本プランの内容

に重要な変更を行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの導入に関す

る承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後のプランは、その承認議案につき、株主の皆様のご承認が得られ

ることを条件に効力を生じるものとしている点において株主の皆様のご意思を重視していること、(ⅱ)対抗措置の

発動に際しては、必要に応じて、取締役会から独立した第三者的立場にある専門家の意見を取得できること、(ⅲ)独

立性の高い特別委員会の設置を伴うものであり、対抗措置の発動に際しては必ず特別委員会の勧告を経る仕組みと

なっているうえ、特別委員会は更に独立した第三者的立場にある外部専門家の意見を取得できること、(ⅳ)対抗措

置の発動または不発動その他必要な決議に関する判断の際に拠るべき基準が設けられていること等から、当社は、

本プランは当社の企業価値ないし株主共同の利益を損なうものではなく、当社の取締役の地位の維持を目的とする

ものではないと考えております。

(5)研究開発活動

  当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は22億４百万円であります。

　また、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6)主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等の計画について、当第２四半期連結累計期間に著し

い変更があったものは、次のとおりであります。

会社名　　　　　　事業

所名
所在地

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額　　　　　　

（百万円） 資金調達方法

着手および　　　　　　完成

予定

総額 既支出額 着手 完成

大分ケミカル㈱

大分県　

　　　大分

市

アクリル　　　

製品事業

アクリル酸　

　　　製造設備
10,0002,693自己資金

平成24年　　

11月(注1)

平成26年　　

　　１月(注

1)

 　(注1)着手年月を平成24年８月から平成24年11月に、完成予定年月を平成25年５月から平成26年1月に変更

　　　 しております。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 550,000,000

計 550,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 263,992,598 263,992,598
東京証券取引所

市場第一部　

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は1,000株で

あります。

計 263,992,598 263,992,598 ― ―

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日　　
― 263,992,598 ― 20,886 ― 18,031
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（6）【大株主の状況】

　 平成24年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 14,158 5.36

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 12,802 4.85

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 11,636 4.41

東亞合成取引先持株会 東京都港区西新橋一丁目14番１号 7,283 2.76

東亞合成グループ社員持株会 東京都港区西新橋一丁目14番１号 6,176 2.34

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,648 2.14

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）
4,990 1.89

ザ　バンク　オブ　ニユーヨーク　トリーテ

イー　ジヤスデツク　アカウント

（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行）

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040

BRUSSELS,BELGIUM　

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１

号）

4,950 1.88

資産管理サービス信託銀行株式会社（証

券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴美アイランドトリトンスクエア　オ

フィスタワーＺ棟　

4,305 1.63

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 3,944 1.49

計 － 75,895 28.75

　（注）１．㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成20年12月１日付で提出された大量保有報告書の変更報告書

の写しにより同年11月24日付で㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱、三菱ＵＦＪ証券㈱および三

菱ＵＦＪ投信㈱がそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、

各社の平成24年６月30日現在の実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大

株主の状況に記載しております。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 5,648 2.14

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 7,250 2.75

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 150 0.06

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 688 0.26　

EDINET提出書類

東亞合成株式会社(E00770)

四半期報告書

 9/24



２．三井住友トラスト・ホールディングス㈱から平成23年４月７日付で提出された大量保有報告書の写しによ

り同年４月１日付で住友信託銀行㈱、中央三井アセット信託銀行㈱、中央三井アセットマネジメント㈱、日興

アセットマネジメント㈱およびＣＭＴＢエクイティインベストメンツ㈱がそれぞれ以下のとおり株式を保

有している旨の報告を受けておりますが、当社としては、各社の平成24年６月30日現在の実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 6,347 2.40

中央三井アセット信託銀行

株式会社
東京都港区芝三丁目23番１号 4,209 1.59

中央三井アセットマネジメン

ト株式会社
東京都港区芝三丁目23番１号 277 0.10

日興アセットマネジメント

株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号

ミッドタウン・タワー　
339 0.13

ＣＭＴＢエクイティインベス

トメンツ株式会社
東京都港区芝三丁目33番１号 3,026 1.15

　　　なお、三井住友トラスト・ホールディングス㈱から平成24年３月22日付で提出された大量保有報告書の変更

報告書の写しにより、同年３月15日付でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりま

す。　

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 4,963 1.88

中央三井アセット信託銀行

株式会社
東京都港区芝三丁目23番１号 4,620 1.75

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 3,063 1.16

中央三井アセットマネジメン

ト株式会社　
東京都港区芝三丁目23番１号 292 0.11

日興アセットマネジメント

株式会社　

東京都港区赤坂九丁目７番１号

ミッドタウン・タワー
551 0.21

　　　なお、三井住友トラスト・ホールディングス㈱から平成24年４月18日付で提出された大量保有報告書の変更

報告書の写しにより、同年４月13日付でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりま

す。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 12,648 4.79

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社
東京都中央区八重洲二丁目３番１号 437 0.17

日興アセットマネジメント

株式会社　

東京都港区赤坂九丁目７番１号

ミッドタウン・タワー　
589 0.22

（注）ＣＭＴＢエクイティインベストメンツ㈱は平成24年３月１日付で中央三井信託銀行㈱と合併しておりま

す。また、住友信託銀行㈱、中央三井信託銀行㈱および中央三井アセット信託銀行㈱の３社は合併に伴い、平

成24年４月１日付で、三井住友信託銀行㈱に商号変更しております。中央三井アセットマネジメント㈱は、平

成24年４月１日付で住信アセットマネジメント㈱との合併に伴い、三井住友トラスト・アセットマネジメン

ト㈱に商号変更しております。　
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成24年６月30日現在

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

 議決権制限株式（その他） ― ― ―

 完全議決権株式（自己株式等）

 

 （自己保有株式） 

 普通株式

340,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

 （相互保有株式）

 普通株式

369,000 

― 同上

 完全議決権株式（その他）
 普通株式

259,624,000 
 259,624 同上

 単元未満株式
 普通株式

3,659,598 
― 同上

 発行済株式総数  263,992,598 ― ―

 総株主の議決権 ―  259,624 ―

（注）１　「単元未満株式」の中には、東洋電化工業㈱所有の相互保有株式２株、および当社実所有の自己株式728株が

含まれております。なお、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式(名義書換失

念株)が565株あります。

２　「完全議決権株式(その他)」および「単元未満株式」の中には、証券保管振替機構名義の株式が14千株(議決

権14個)および134株含まれており、株主名簿上は当社子会社鶴見曹達㈱名義となっていますが実質的には所

有していない株式が１千株(議決権１個)および817株含まれております。

３　「完全議決権株式（その他）」の中には、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的には所有していな

い株式（名義書換失念株）が１千株（議決権１個）含まれております。

②【自己株式等】

　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

東亞合成㈱　　  　（注）

東京都港区西新橋

一丁目14番１号
340,000 ― 340,000 0.13

(相互保有株式)

東洋電化工業㈱

高知市萩町

二丁目２番25号
369,000 ― 369,000 0.14

計 ― 709,000 ― 709,000 0.27

（注）　　このほか、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式(名義書換失念株)１千株(議

決権１個)が、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,467 15,080

受取手形及び売掛金 42,182 40,330

有価証券 10,000 16,000

たな卸資産 ※1
 16,991

※1
 16,805

未収還付法人税等 2,050 －

その他 2,143 2,220

貸倒引当金 △76 △51

流動資産合計 87,757 90,386

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 19,897 19,776

機械装置及び運搬具（純額） 18,996 18,448

土地 16,857 17,107

その他（純額） 6,002 8,319

有形固定資産合計 61,754 63,651

無形固定資産

のれん 48 43

その他 1,033 938

無形固定資産合計 1,081 982

投資その他の資産

投資有価証券 13,645 13,119

その他 6,896 6,822

貸倒引当金 △90 △89

投資その他の資産合計 20,452 19,852

固定資産合計 83,288 84,486

資産合計 171,046 174,872
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,983 14,485

短期借入金 3,274 6,276

未払法人税等 1,736 2,244

引当金 34 32

その他 9,150 9,845

流動負債合計 29,179 32,883

固定負債

長期借入金 9,323 5,929

退職給付引当金 534 529

役員退職慰労引当金 32 29

その他 4,199 4,292

固定負債合計 14,090 10,780

負債合計 43,269 43,664

純資産の部

株主資本

資本金 20,886 20,886

資本剰余金 16,797 16,797

利益剰余金 86,758 90,338

自己株式 △103 △111

株主資本合計 124,338 127,910

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,166 862

為替換算調整勘定 △1,678 △1,517

その他の包括利益累計額合計 △511 △655

少数株主持分 3,950 3,952

純資産合計 127,776 131,207

負債純資産合計 171,046 174,872
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 78,474 72,852

売上原価 53,906 53,254

売上総利益 24,568 19,597

販売費及び一般管理費 ※1
 14,228

※1
 12,730

営業利益 10,340 6,867

営業外収益

受取利息 51 24

受取配当金 217 235

持分法による投資利益 216 104

その他 282 184

営業外収益合計 768 548

営業外費用

支払利息 105 76

環境整備費 247 106

浚渫費用 87 －

その他 155 186

営業外費用合計 597 368

経常利益 10,510 7,048

特別利益

補助金収入 － 287

受取補償金 － ※2
 275

抱合せ株式消滅差益 － ※3
 87

移転補償金 89 －

特別利益合計 89 649

特別損失

固定資産処分損 267 54

減損損失 355 －

投資有価証券評価損 69 2

災害による損失 ※4
 415 －

特別損失合計 1,109 56

税金等調整前四半期純利益 9,490 7,641

法人税等 3,221 2,529

少数株主損益調整前四半期純利益 6,269 5,111

少数株主利益 434 212

四半期純利益 5,835 4,899
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 6,269 5,111

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △264 △305

為替換算調整勘定 △75 176

その他の包括利益合計 △339 △128

四半期包括利益 5,929 4,983

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,490 4,755

少数株主に係る四半期包括利益 438 227
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,490 7,641

減価償却費 4,286 4,217

減損損失 355 －

のれん償却額 161 4

引当金の増減額（△は減少） △223 △159

受取利息及び受取配当金 △269 △260

支払利息 105 76

持分法による投資損益（△は益） △216 △104

補助金収入 － △287

受取補償金 － △275

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － △87

移転補償金 △89 －

固定資産処分損益（△は益） 267 54

投資有価証券評価損益（△は益） 69 2

災害損失 415 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,129 1,888

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,034 227

仕入債務の増減額（△は減少） 1,860 △604

その他 2,516 1,710

小計 17,827 14,044

利息及び配当金の受取額 491 366

利息の支払額 △140 △90

補助金の受取額 － 234

受取補償金の受取額 － 275

移転補償金の受取額 97 －

災害損失の支払額 △281 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △4,930 328

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,064 15,159

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △678 △5

有形固定資産の取得による支出 △4,647 △6,393

その他 402 △287

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,923 △6,686

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △750 －

長期借入金の返済による支出 △396 △395

自己株式の取得による支出 △3,297 △11

配当金の支払額 △1,385 △1,316

少数株主への配当金の支払額 △322 △225

その他 △43 △49

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,196 △1,998

現金及び現金同等物に係る換算差額 △84 114

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,859 6,588

現金及び現金同等物の期首残高 22,689 23,992

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 3

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 24,548

※1
 30,584
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【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

　第１四半期連結会計期間より、従来定率法を採用していた子会社６社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却

方法を定額法に変更いたしました。この変更は、定率法を採用していた一部子会社の販売業務を当社に統合し製造子会社

化したことを契機とし、親子会社間で原価管理を統一するため、および各子会社が獲得する長期的かつ安定的な収益と投

資後の減価償却費を使用期間にわたり定額に配分することにより厳格に対応させ、より適切な期間損益を連結財務諸表

に反映するために行っております。

　この結果、従来の方法に比べ、当第２四半期連結累計期間の減価償却費が222百万円減少し、営業利益、経常利益および税

金等調整前四半期純利益は、それぞれ206百万円増加しております。なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

※１　たな卸資産の内訳 ※１　たな卸資産の内訳

商品及び製品（半製品を含む。） 11,878百万円

仕掛品 437

原材料及び貯蔵品 4,675

計 16,991

商品及び製品（半製品を含む。） 11,902百万円

仕掛品 369

原材料及び貯蔵品 4,533

計 16,805

　２　保証債務 　２　保証債務

北陸液酸工業㈱ 金融機関等

借入保証

143百万円

東海共同発電㈱ 〃 0

計 　 143

北陸液酸工業㈱ 金融機関等

借入保証

141百万円

東海共同発電㈱ 〃 0

計  141

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 4,692百万円

従業員給与  2,355 

従業員賞与　 970　

退職給付費用 259 

　

  ─────　

 　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

 ─────　

　

　

※４　災害による損失は東日本大震災による損失額であり、

内訳は次の通りであります。

固定資産およびたな卸資産の滅失損失 19百万円

原状回復費用等 163 

操業休止期間中の固定費 205　

その他 27 

計 415 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。 

運送費 4,232百万円

従業員給与  2,251 

従業員賞与　 838　

退職給付費用 257 

　

※２　連結子会社における福島第一原子力発電所および福

島第二原子力発電所における事故に伴う東京電力株

式会社からの補償金を計上しております。

　

※３　平成24年4月1日に連結子会社であるアロン化成㈱が

非連結子会社である東海運輸成形㈱を吸収合併した

ことに伴い計上したものであります。

　

 ─────　

　

　

　　　　　　　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　 　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　（平成23年６月30日）

 ※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　 　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　（平成24年６月30日）

現金及び預金勘定 16,016百万円

有価証券勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

9,000

△467
　

現金及び現金同等物 24,548 

 

現金及び預金勘定 15,080百万円

有価証券勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

16,000

△495
　

現金及び現金同等物 30,584 
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月30日

第98回定時株主総会
普通株式 1,387 5.50平成22年12月31日平成23年３月31日利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　　　末日後となるもの 

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月４日

取締役会
普通株式 1,221 5.00平成23年６月30日平成23年９月６日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

　平成23年２月10日開催の取締役会決議に基づき、平成23年２月14日から平成23年６月30日の期間に市場買付

けにより、自己株式8,000千株、3,280百万円を取得しました。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年６月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月27日

第99回定時株主総会
普通株式 1,318 5.00平成23年12月31日平成24年３月28日利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　　　末日後となるもの 

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年８月２日

取締役会
普通株式 1,318 5.00平成24年６月30日平成24年９月６日 利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

  該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年６月30日）　

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

基礎化学品
事業

アクリル
製品事業

機能製品
事業

樹脂加工
製品事業

計

売上高          

外部顧客への

売上高
24,09630,7988,08413,80176,7811,69378,474 － 78,474

セグメント間
の内部売上高
または振替高

62 2 198 5 2693,5633,832△3,832 －

計 24,15930,8008,28213,80777,0505,25682,307△3,83278,474

セグメント利益

またはセグメン

ト損失（△）　

2,727 5,4551,541 78310,507△15610,351△11 10,340

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発　

　　　　

        事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去によるものです。

　　　３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　「基礎化学品事業」セグメントにおいて、355百万円（有形固定資産205百万円、撤去費用150百万円）の減損

損失を計上しております。
　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年１月１日 至平成24年６月30日）　

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

基礎化学品
事業

アクリル
製品事業

機能製品
事業

樹脂加工
製品事業

計

売上高          

外部顧客への

売上高
23,56526,6277,97713,09871,2681,58372,852 － 72,852

セグメント間
の内部売上高
または振替高

38 24 226 13 3013,8824,183△4,183 －

計 23,60326,6518,20313,11171,5705,46577,036△4,18372,852

セグメント利益

またはセグメン

ト損失（△）　

2,266 2,6121,429 5036,812△7 6,805 62 6,867

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規製品の研究開発　

　　　　

        事業、設備等の建設および修繕事業、輸送事業、商社事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去によるものです。

　　　３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　      ４．（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

　　「会計方針の変更等」の（有形固定資産の減価償却の方法の変更）に記載の通り、従来定率法を　　採

用していた子会社6社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法を定額法に変更いたし

ました。この結果、従来の方法に比べ、当第２四半期連結累計期間のセグメント利益は、「基礎化学

品事業」が171百万円、「アクリル製品事業」が30百万円、「機能製品事業」が4百万円、「その他」

で0百万円増加しております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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（金融商品関係）

　　　著しい変動がないため記載しておりません。 

　

（有価証券関係）

著しい変動がないため記載しておりません。 

 

（デリバティブ取引関係）

著しい変動がないため記載しておりません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 23円58銭 18円58銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 5,835 4,899

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 5,835 4,899

普通株式の期中平均株式数（千株） 247,429 263,663

 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

  平成24年８月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（1）中間配当による配当金の総額　　　　　　…1,318百万円

　（2）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　…５円

　（3）支払請求の効力発生日および支払開始日　…平成24年９月６日

（注）　平成24年６月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。　 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月９日

　東亞合成株式会社

　取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　　彰　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫛田　達也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亞合成株式会社

の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
　
（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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